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新しい地方公会計制度について

新しい地方公会計制度の導入
「公会計」とは、国や市役所などで行われている会計のことを言います。一方、民間企業で行われている会計は企業会計
といいます。

これまでの公会計
国や市役所などの会計は、現金収支に着目した単式簿記が採用されています。しかし、単式簿記は発生主義会計の複式

簿記を採用する企業会計と比べ、過去から積み上げた資産や負債などの状況を把握できないこと、また減価償却や引当金
といった会計手続きの概念がないといった弱点がありました。その弱点を補完するため、佐世保市においても発生主義会
計の概念を取り入れた財務書類を総務省が示す「総務省方式改訂モデル」で作成・公表していました。

これからの公会計（統一的な基準）
しかし、総務省が示すモデルは複数あり、他団体との比較ができない等の問題が生じていたため、総務省は平成２７年

1月に固定資産台帳の整備や複式簿記の導入を前提とした「統一的な基準による地方公会計マニュアル」を公表し、すべ
ての地方公共団体に対して、平成３０年３月までに「統一的な基準に基づく地方公会計」を導入するよう要請しました。
そこで佐世保市では、平成２８年度決算から、「統一的な基準に基づく地方公会計」を導入し、財務書類 作成・公表す
ることとしました。
全国で統一した基準により財務書類を作成することで、現金主義会計である従来の公会計が抱える弱点を補完するとと

もに、他団体との比較可能性の確保や、より精緻な資産・負債情報の整備により、よりわかりやすい財政情報を市民のみ
なさんに提供することが可能となり、また分析結果等を財政運営に活用することも可能となりました。
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貸借対照表（バランスシート）とは

貸借対照表

貸借対照表では、現在どれだけ資産を所有し、
また、その資産がどのような財源で賄われている
か、将来の世代の負担がどれだけあるかなどがわ
かります。

左側が資産を表し、右側が資産を得るための資
金の調達方法（負債と純資産）を表します。また、
負債はこれから先、支払う義務のある金額で、純
資産はこれまでの世代が支払ってきた金額を表し
ています。この負債が資産を上回り、「資産」－
「負債」である純資産がマイナスになると、いわ
ゆる「債務超過」となり、不健全な財政状況であ
ることを意味します。

また、貸借対照表は資産と負債・純資産の合計
が同じ額になることから、バランスシートともい
います。

市が保有している資産

これまでの世代の負担

将来世代の負担

資産計 負債・純資産計

資産の部 負債の部

純資産の部

貸借対照表

＝
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佐世保市の貸借対照表（令和2年3月31日時点）

令和元年度の佐世保市の貸借対照表

本市が持っている資産は全部で4,352億8千万円。
資産調達の財源として、将来返済する地方債など
の負債が1,331億9千万円、これまでの世代が負担
した純資産が3,020億9千万円となっています。市
民一人当たりの金額に換算すると、資産は約176
万2千円で、負債は約53万9千円となっています。

本市では資産が負債を大きく上回っていること
から、貸借対照表上では健全な財政状況であると
言えます。

市民一人当たり

佐世保市人口：247,096人（令和2年3月末日現在）

○固定資産 4,220億9千万円
・事業用資産 2,005億1千万円
・インフラ資産 1,686億8千万円
・投資及び出資金 266億5千万円
・基金 175億8千万円
・その他 86億7千万円

○流動資産 131億9千万円
・現金預金 59億6千万円
・未収金 2億8千万円
・基金 61億5千万円
・その他 8億円

○純資産 3,020億9千万円

○固定負債 1,166億8千万円
・地方債 1,031億円
・その他 135億8千万円

○流動負債 165億1千万円
・地方債 135億4千万円
（１年以内 返済予定）

・その他 29億7千万円

資産計 4,352億8千万円 負債・純資産計 4,352億8千万円

資産の部 負債の部

純資産の部

貸借対照表

資産
約176万2千円

負債
約53万9千円＞
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行政コスト計算書とは

行政コスト計算書

行政コスト計算書は、福祉や教育などの行政
サービスを行うために必要なコスト（費用）を計
算した一覧表で、道路や公共施設などの整備にか
かるものを除いた行政サービスに使った1年間の
費用を集計したものです。
建物等の固定資産の経年劣化等に伴う減少額で
ある減価償却費や引当金繰入額など現金を伴わな
い費用についても計上します。

経常的に発生する費用である経常行政コストか
ら、使用料及び手数料といった受益者負担収益を
差し引くことで純経常行政コストが算定されます。
さらに、臨時的に発生する損失、利益を加味して
純行政コストを算定します。これは、税を主とす
る一般財源等で賄うべきコストとして捉えること
ができます。

経常収益（使用料・手数料などの利用者負担）・・・・②

臨時損益・・・・Ⓑ

純行政コスト（Ⓐ＋Ⓑ）

純経常行政コスト（①－②）・・・・Ⓐ

行政コスト計算書

1.人にかかるコスト
（職員の給料や議員の報酬、退職手当引当金繰入など）

2.物にかかるコスト
（消耗品や委託料、建物の維持管理や減価償却費など）

3.社会保障費などのコスト
（福祉サービスや生活保護、医療費助成などの社会保障、各種団体に対する補助など）

4.その他のコスト
（支払利息など）

―――――――――――――――――――――――――――――――――
経常行政コスト・・・・①

4



行政コスト計算書とは（平成31年4月1日～令和２年3月31日）

令和元年度の佐世保市の行政コスト計算書

佐世保市の1年間の行政サービスを提供するため
にかかった経常行政コストは1,211億8千万円で、使
用料・手数料などの利用者の負担を差し引いた純
経常行政コストは1,154億円となっています。
また、資産の売却などの臨時的なコストと収入

を加味した純行政コストは1,163億円となっていま
す。
福祉サービスや生活保護などの扶助費にかかる
社会保障費などのコストが最も多くかかっている
ことがわかります。

市民一人当たり
経常行政コスト 49万0,421円
純行政コスト 47万0,673円

佐世保市人口：247,096人（令和2年3月末日現在）

経常収益（使用料・手数料などの利用者負担）・・・・② 57億9千万円

臨時損益・・・・Ⓑ 9億円

純行政コスト（Ⓐ＋Ⓑ） 1,163億円

1.人にかかるコスト 188億5千万円
（職員の給料や議員の報酬、退職手当引当金繰入など）

2.物にかかるコスト 485億8千万円
（消耗品や委託料、建物の維持管理や減価償却費など）

3.社会保障費などのコスト 525億円
（福祉サービスや生活保護、医療費助成などの社会保障、各種団体に対する補助など）

4.その他のコスト 12億5千万円
（支払利息など）

―――――――――――――――――――――――――――――――――
経常行政コスト・・・・① 1,211億8千万円

純経常行政コスト（①－②）・・・・Ⓐ 1,154億円

行政コスト計算書
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純資産変動計算書とは

純資産変動計算書

純資産変動計算書は、行政コスト計算書で見た
当年度の行政サービスの提供にかかったコスト
（純行政コスト）に対して、税収等及び国県等補
助金受入の金額がどの程度あるのかを見ることに
より、受益者負担以外の財源によりどの程度賄わ
れているかを把握することができます。

また、その差額である本年度差額をみれば、将
来世代に資産を残したのか、資産を減少させたの
かがわかります。

【プラスの場合】
現世代の負担によって将来世代も利用可能な資源
を蓄積している
【マイナスの場合】
将来世代が利用可能な資源を現世代が消費して便
益を享受している

前年度末純資産残高 ・・・・Ⓐ

税収等

国県等補助金

―――――――――――――――――――――――――――――

合 計 ・・・・・②

本年度末純資産残高（Ⓐ＋Ⓑ＋©）

純行政コスト（△） ・・・・①

純資産変動計算書

本年度差額（①＋②）・・・・Ⓑ

その他の変動 ・・・・・・・・Ⓒ

財

源
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純資産変動計算書とは（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

令和元年度の佐世保市の純資産変動計算書

令和元年度の純行政コスト1,163億円に対して、財

源（税収等、国県補助金）は1,009億5千万円ですの

で、本年度差額は153億5千万円のマイナスとなって

います。

本年度差額がマイナスになっており、将来へ負担

を先送りした財政運営となったということがわかり

ます。

令和元年度の純資産は32億5千万円減少し、本年

度末純資産残高は3,020億9千万円となりました。

（貸借対照表の純資産合計と一致します）

前年度末純資産残高 ・・・・Ⓐ 3,053億4千万円

税収等 667億4千万円

国県等補助金 342億1千万円

―――――――――――――――――――――――――――――

合 計 ・・・・・② 1,009億5千万円

本年度末純資産残高（Ⓐ＋Ⓑ＋©） 3,020億9千万円

純行政コスト（△） ・・・・① 1,163億円

純資産変動計算書

本年度差額（①＋②）・・・・Ⓑ △153億5千万円

その他の変動 ・・・・・・・・Ⓒ 121億円

財

源
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資金収支計算書とは

資金収支計算書

資金収支計算書とは、1年間の現金の出入りを
下記のような性質別に区分し、どのような活動に
資金を必要とし、その資金をどのように賄ったか
を示しています。

【業務活動】
行政サービスを行う中で毎年度継続的に収入・
支出されるもの
【投資活動】
公共施設などの整備や投資・貸付金などの収

入・支出
【財務活動】
地方債などの外部からの借入や、その返済など

の収入・支出

人件費 物件費
社会保障費 その他

資金収支計算書

業
務
活
動

支
出

収
入

市税など 国県からの補助金
その他

【業務活動の収支】 ・・・・①

公共施設などの整備費 基金積立
その他

投
資
活
動

収
入

国県からの補助金 基金の取り崩し
その他

【投資活動の収支】 ・・・・ ②

財
務
活
動

地方債の返済 その他

地方債の発行 その他

本年度資金収支額（ ① ＋ ② ＋ ③ ） ・・・・ Ⓐ

前年度末資金残高 ・・・・ Ⓑ

本年度末資金残高（ Ⓐ ＋ Ⓑ ）

【財務活動の収支】 ・・・・ ③

支
出

支
出

収
入
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資金収支計算書とは（平成3１年4月1日～令和２年3月31日）

令和元年度の佐世保市の資金収支計算書

令和元年度の行政運営にかかる資金収支の運
営にかかる資金収支は、公共施設整備や基金積
み立てなどの投資活動支出を抑制したことなど
により、1億3千万円の資金減となっています。

人件費 188億1千万円 物件費 378億4千万円
社会保障費 525億円 その他 17億2千万円

資金収支計算書

業
務
活
動

支
出

収
入

市税など 667億3千万円 国県からの補助金 279億円
その他 57億5千万円

【業務活動の収支】・・・・① △104億9千万円

公共施設等整備費 21億4千万円 基金積立 50億1千万円
その他 47億円

投
資
活
動

収
入

国県からの補助金 63億1千万円 基金の取り崩し 58億7千万円
その他 48億5千万円

【投資活動の収支】 ・・・・ ② 51億8千万円

財
務
活
動

地方債の返済 113億円 その他 －円

地方債の発行 164億8千万円 その他 －円

本年度資金収支額（ ① ＋ ② ＋ ③ ） ・・・・ Ⓐ △1億3千万円

前年度末資金残高・・・・ Ⓑ 44億5千万円

本年度末資金残高（ Ⓐ ＋ Ⓑ ） 43億2千万円

【財務活動の収支】 ・・・・ ③ 51億8千万円

支
出

支
出

収
入
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財務書類から見えてくる佐世保市の状況（資産形成度）①

•資産額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり資産

額とすることにより、住民等にとってわかりやすい情報

とします。また、他団体との比較が容易になります。

説明

•貸借対照表の資産合計 ÷ 住民基本台帳人口計算式

•1,762千円 ㉚1,734千円指標

•住民一人当たり資産額は、資産合計をベース

に算定しますが、資産には住民サービスを将

来世代に引き継ぐ資産である有形・無形固定

資産と、将来債務返済等に使用することが可

能な資産（投資等、流動資産）に分けられま

す。

•経年比較においては、資産の増は、資産の累

積と評価できますが、資産の減は、資産圧縮

に取り組んだものか、老朽化による減価償却

費の増か把握し評価する必要があります。

分析

住民一人当たり資産額

財務諸表の個々の数値を見ても、それが何を意味しているのか、分かりづらいものがあります。ここからは、財務書類のデータをいろい
ろな視点から指標を使って分析し、今、佐世保市がどのような状況であるのかを見ていきます。
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財務書類から見えてくる佐世保市の状況（資産形成度）②

•当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出すること

により、これまで形成されたストックとしての資産が、

歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産

形成の度合いを測ることができます。

説明

•資産合計 ÷ 歳入総額計算式

•3.24年 ㉚3.43年指標

•歳入額対資産比率は、保有する資産が前年度

より下回っています。今後も将来の公共施設

等の修繕や更新等に係る財政負担を軽減する

ため、佐世保市公共施設適正配置・保全計画

に基づき、公共施設等の集約化・複合化を進

めるなどにより、施設保有量の適正化に取り

組んでいきます。

分析

歳入額対資産比率

財務諸表の個々の数値を見ても、それが何を意味しているのか、分かりづらいものがあります。ここからは、財務書類のデータをいろい
ろな視点から指標を使って分析し、今、佐世保市がどのような状況であるのかを見ていきます。
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財務書類から見えてくる佐世保市の状況（資産形成度）③

•有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建物や工作

物）の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を見る

ことで、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過

しているかを把握することができます。

説明

•減価償却累計額 ÷

（有形固定資産合計 － 土地 ＋ 減価償却累計額）
計算式

•61.2% ㉚61.8％指標

•本市の令和元年度 有形固定資産減価償却率

61.2%となっており、公共施設などの資産は

全体として老朽化が進行していることがわか

ります。

分析

有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

財務諸表の個々の数値を見ても、それが何を意味しているのか、分かりづらいものがあります。ここからは、財務書類のデータをいろい
ろな視点から指標を使って分析し、今、佐世保市がどのような状況であるのかを見ていきます。
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財務書類から見えてくる佐世保市の状況（世代間公平性）①

•これまで蓄積してきた資産が、これまでの世代による負

担なのか、あるいは、将来世代への負担としているのか

を見ることができます。この比率が高いほど、これまで

の世代の負担によって資産を取得したことになります。

説明

•純資産 ÷ 資産合計計算式

•69.4% ㉚70.5％指標

•本市の令和元年度の純資産比率 69.4%となっ

ています。資産全体の取得については、これ

までの世代の負担と比べ、将来世代による負

担が多くなっていることがわかります。

分析

純資産比率
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財務書類から見えてくる佐世保市の状況（世代間公平性）②

•これまでに整備してきた公共資産のうち、どれくらい将

来世代が負担する負債が残っているかを見ることができ

ます。この比率が高いほど、将来世代の負担が大きいこ

とになります。

説明

•地方債残高（普通建設事業債） ÷ 公共資産（有形・無形

固定資産）
計算式

•19.0% ㉚17.5％指標

•本市の令和元年度の社会資本等形成の世代間

負担比率 19.0%となっています。道路や公園、

学校などの公共資産は、将来世代にも引き継

がれて利用されるものであります。

•今後も、新規に発行する地方債の抑制を行う

とともに、高利率の地方債の借り換えを行う

など、地方債残高を圧縮し、将来世代の負担

の減少に努めていきます。

分析

社会資本等形成の世代間負担比率

14



財務書類から見えてくる佐世保市の状況（持続可能性）①

•負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり資産

額とすることにより、住民等にとってわかりやすい情報

とします。また、他団体との比較が容易になります。

説明

•貸借対照表の負債合計 ÷ 住民基本台帳人口計算式

•539千円 ㉚512千円指標

•住民一人当たりの負債額は、令和元年度に新

西部クリーンセンター建設や小中学校の空調

整備を行ったことから一時的に増加となって

います。

•令和元年度で大型事業が一定終了することか

ら、令和2年度以降は新規の地方債の発行が

大幅に減少する見込みとなっています。今後

も、地方債残高の縮小に努めていきます。

分析

住民一人当たり負債額

財務諸表の個々の数値を見ても、それが何を意味しているのか、分かりづらいものがあります。ここからは、財務書類のデータをいろい
ろな視点から指標を使って分析し、今、佐世保市がどのような状況であるのかを見ていきます。
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財務書類から見えてくる佐世保市の状況（持続可能性）②

•地方債の元金・利子返済額を除いた支出と、地方債発行

などの借金による収入を除いた収入のバランスを見るも

ので、収支がプラスの場合は、経費が借金に頼らないで、

税金などの収入で賄われていることを表します。

説明

•資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息を除く）

＋ 投資活動収支
計算式

•45億5千万円の赤字 ㉚21億7千万円の黒字指標

•令和元年度の基礎的財政収支は、業務活動支

出が増加した結果、赤字となっています。

•なお、収入には国や県からの補助金などの外

部からの収入（依存財源）割合が大きいため、

今後、自主財源の比率を高めていくことによ

り、さらなる財政の安定化を図っていく必要

があります。

分析

基礎的財政収支（プライマリーバランス）
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財務書類から見えてくる佐世保市の状況（効率性）①

•行政コスト計算書で算出される行政コストを住民基本台

帳人口で除して、住民一人当たり行政コストとすること

により、地方公共団体の行政活動の効率性を測定するこ

とができます。

説明

•純行政コスト ÷ 住民基本台帳人口計算式

•470千円 ㉚394千円指標

•住民一人当たりの行政コストは、地方公共団

体の人口や面積、行政権能等により異なるた

め、類似団体と比較することが適当です。

•前年度比増となっており、特に、純行政コス

トのうち19％を占める人件費については、今

後も指定管理制度の導入や、新規採用の抑制、

行財政改革への取り組みを通じて人件費の削

減に努めていきます。

分析

住民一人当たり行政コスト
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財務書類から見えてくる佐世保市の状況（自律性）①

•行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行

政サービスに係る受益者負担の金額を表すため、これを

経常費用と比較することにより、行政サービス提供に対

する直接的な負担の割合を算出することができます。

説明

•経常収益 ÷ 経常費用計算式

•4.8% ㉚5.9％指標

•受益者負担比率は、経常収益を経常費用と比

較することにより、行政サービス提供に対す

る負担（経常費用）について、どの程度使用

料、手数料等の受益者負担で賄えているのか

を表しています。

•受益者負担比率は、昨年度から経常費用が

166億37百万円増加しており、なかでも物件

費等の費用が161億56百万円増加しているこ

とから、受益者負担割合は、前年度比で減少

しています。

分析

受益者負担の割合（受益者負担比率）
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【様式第1号】

（単位：百万円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 422,091   固定負債 116,676

    有形固定資産 370,416     地方債 103,100

      事業用資産 200,512     長期未払金 -

        土地 78,648     退職手当引当金 13,486

        立木竹 4,564     損失補償等引当金 90

        建物 223,871     その他 -

        建物減価償却累計額 -127,277   流動負債 16,514

        工作物 47,526     １年内償還予定地方債 13,544

        工作物減価償却累計額 -29,758     未払金 -

        船舶 263     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -224     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 1,335

        航空機 -     預り金 1,634

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 3,937 負債合計 133,190

        その他減価償却累計額 -3,467 【純資産の部】

        建設仮勘定 2,430   固定資産等形成分 429,103

      インフラ資産 168,675   余剰分（不足分） -127,012

        土地 52,525

        建物 2,930

        建物減価償却累計額 -1,515

        工作物 334,247

        工作物減価償却累計額 -224,279

        その他 5

        その他減価償却累計額 0

        建設仮勘定 4,761

      物品 5,510

      物品減価償却累計額 -4,281

    無形固定資産 57

      ソフトウェア 57

      その他 -

    投資その他の資産 51,618

      投資及び出資金 26,649

        有価証券 246

        出資金 26,404

        その他 -

      投資損失引当金 -3

      長期延滞債権 1,172

      長期貸付金 6,439

      基金 17,584

        減債基金 3,400

        その他 14,184

      その他 -

      徴収不能引当金 -223

  流動資産 13,190

    現金預金 5,956

    未収金 284

    短期貸付金 858

    基金 6,154

      財政調整基金 5,567

      減債基金 587

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -62 純資産合計 302,091

資産合計 435,281 負債及び純資産合計 435,281

貸借対照表
（令和2年3月31日現在）

19



【様式第2号】

（単位：百万円）

    その他 28

純行政コスト 116,302

    その他 286

  臨時利益 191

    資産売却益 163

    資産除売却損 215

    投資損失引当金繰入額 3

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 115,395

  臨時損失 1,097

    災害復旧事業費 593

  経常収益 5,786

    使用料及び手数料 1,433

    その他 4,353

      社会保障給付 23,713

      他会計への繰出金 9,649

      その他 113

        その他 419

    移転費用 52,502

      補助金等 19,028

      その他の業務費用 1,244

        支払利息 759

        徴収不能引当金繰入額 66

        維持補修費 16,285

        減価償却費 10,791

        その他 -

        その他 940

      物件費等 48,584

        物件費 21,508

        職員給与費 16,569

        賞与等引当金繰入額 1,335

        退職手当引当金繰入額 7

  経常費用 121,181

    業務費用 68,679

      人件費 18,851

行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

（単位：百万円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 305,337 426,873 -121,536

  純行政コスト（△） -116,302 -116,302

  財源 100,952 100,952

    税収等 66,739 66,739

    国県等補助金 34,213 34,213

  本年度差額 -15,349 -15,349

  固定資産等の変動（内部変動） -10,012 10,012

    有形固定資産等の増加 16,459 -16,459

    有形固定資産等の減少 -13,122 13,122

    貸付金・基金等の増加 9,068 -9,068

    貸付金・基金等の減少 -22,416 22,416

  資産評価差額 43 43

  無償所管換等 12,349 12,349

  その他 -288 -150 -138

  本年度純資産変動額 -3,246 2,230 -5,476

本年度末純資産残高 302,091 429,103 -127,012

純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日
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【様式第4号】

（単位：百万円）

前年度末歳計外現金残高 1,776

本年度歳計外現金増減額 -142

本年度末歳計外現金残高 1,634

本年度末現金預金残高 5,956

    その他の収入 -

財務活動収支 5,177

本年度資金収支額 -131

前年度末資金残高 4,453

本年度末資金残高 4,322

  財務活動支出 11,302

    地方債償還支出 11,302

    その他の支出 -

  財務活動収入 16,479

    地方債発行収入 16,479

    貸付金元金回収収入 4,498

    資産売却収入 356

    その他の収入 -

投資活動収支 5,178

【財務活動収支】

    貸付金支出 4,059

    その他の支出 -

  投資活動収入 17,036

    国県等補助金収入 6,314

    基金取崩収入 5,868

【投資活動収支】

  投資活動支出 11,858

    公共施設等整備費支出 2,144

    基金積立金支出 5,009

    投資及び出資金支出 646

  臨時支出 593

    災害復旧事業費支出 593

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 -10,486

  業務収入 100,391

    税収等収入 66,734

    国県等補助金収入 27,899

    使用料及び手数料収入 1,444

    その他の収入 4,314

    移転費用支出 52,502

      補助金等支出 19,028

      社会保障給付支出 23,713

      他会計への繰出支出 9,649

      その他の支出 113

    業務費用支出 57,782

      人件費支出 18,811

      物件費等支出 37,843

      支払利息支出 759

      その他の支出 368

資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 110,284
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1 重要な会計方針 

  

（1） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価  

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

イ  昭和60年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価  

       ただし、実質価額が著しく低下したものについては、相当の減額を行った後の価額を計上

しています。なお、実質価額の低下割合が30％以上である場合には、「著しく低下した場

合」に該当するものとしております。 

 

③ 出資金  

ア 市場価格のあるもの･･･････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･････････････････････出資金額 

 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

該当なし 

 

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法  

一般会計等財務書類における注記 
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なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物   15年～50年  

工作物  10年～75年  

物品    2年～15年  

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によってい

ます。）  

③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法  

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 

(5) 引当金の計上基準及び算定方法  

① 投資損失引当金  

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質 

額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金  

長期延滞債権、未収金の徴収不能に備えるため、過去５年間の平均不納欠損率等により、徴

収不能見込額を計上しています。 

③ 退職手当引当金  

職員に対する退職手当の支給に備えるため、財務諸表作成基準日において在職する職員が自 

己都合により退職するとした場合の退職手当要支給額を計上しています。 

④ 損失補償等引当金  

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

⑤ 賞与等引当金  

職員に対する賞与の支給に備えるため、翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びに

それらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分

を計上しています。 

 

(6) リース取引の処理方法  

① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

② オペレーティング・リース取引  

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

(7) 資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（佐世保市財務規則第5章歳入歳出外現金等
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において、規定した預金等をいいます。）  

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 

 

(8) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項  

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50万円以上の場合に資産として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60万円未満であるとき、又は固定資産の

取得価額等のおおむね 10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 

 

2 重要な会計方針の変更等  

 

(1) 会計方針の変更  

該当なし 

(2) 表示方法の変更  

該当なし 

(3) 資金収支計算書における資金の範囲の変更  

該当なし 

 

3 重要な後発事象  

 

(1) 主要な業務の改廃  

該当なし 

 

(2) 組織・機構の大幅な変更  

該当なし 

 

(3) 地方財政制度の大幅な改正  

該当なし 

 

(4) 重大な災害等の発生  

該当なし 
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4 偶発債務  

 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況  

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

団体（会計）名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等 
総額 

損失補償等引当金 

計上額 

賃借対照表 

未計上額 

(公財)長崎県林業公社 － 19百万円 － 19百万円 

長崎県信用保証協会 － 9百万円 － 9百万円 

黒島旅客船有限会社 － 12百万円 － 12百万円 

西肥自動車株式会社 － 32百万円 － 32百万円 

宇久観光バス株式会社 － 12百万円 － 12百万円 

ラッキー自動車株式会社 － 4百万円 － 1百万円 

エコタクシー － 1百万円 － 1百万円 

その他 － 1百万円 － 1百万円 

計 － 90百万円 － 90百万円 

 

(2) 係争中の訴訟等  

 該当なし 

 

5 追加情報  

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項  

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。  

一般会計  

住宅事業特別会計  

佐世保市等地域交通体系整備事業特別会計 

土地取得事業特別会計 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

病院資金貸付事業特別会計 

② 一般会計等の対象範囲のうち、病院資金貸付事業特別会計については、普通会計の対象範囲

には含まれません。 

③ 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、当会計年度

に係る出納整理期間（令和2年4月1日～令和2年5月31日）における現金の受払い等を終了した

後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

④ 各項目の金額を表示単位未満で四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合

があります。 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりで

す。  
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実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － 4.5％ － 

⑥ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  該当なし 

⑦ 繰越事業に係る将来の支出予定額 1,063百万円 

⑧ 過年度修正等に関する事項  該当なし 

 

(2) 貸借対照表に係る事項 

①  売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。  

ア 範囲  

売却可能資産の範囲は、計画等で売却の方向性が示されている資産及び財産収入として 

予算措置がされている公共資産としています。 

イ 内訳 

事業用資産    485百万円 

土地     485百万円 

令和2年3月31日時点における売却可能価額を記載しています。  

 

② 減債基金に係る積立不足額  該当なし 

③ 基金借入金（繰替運用）  該当なし  

④ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に

含まれることが見込まれる金額   93,393百万円 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおり

です。  

標準財政規模                      59,526百万円  

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額    8,543百万円  

将来負担額                       156,305百万円  

充当可能基金額                     156,860百万円  

特定財源見込額                      34,903百万円  

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額      93,393百万円 

⑥ 地方自治法第234条の3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額  

該当なし 

 

(3) 純資産変動計算書に係る事項  

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。  

② 余剰分（不足分）  

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

(4) 資金収支計算書に係る事項 
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① 基礎的財政収支 

  業務活動収支（支払利息支出を除く。）   △9,727百万円 

  投資活動収支               5,178百万円 

  基礎的財政収支             △4,549百万円 

② 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 134,243百万円 130,347百万円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 4,001百万円 3,575百万円 

前年度末資金残高 4,453百万円  

資金収支計算書 133,905百万円 134,037百万円 

地方自治法第233条第1項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対し、

資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算書と資金収支計算書は一

部の特別会計（住宅事業特別会計、佐世保市等地域交通体系整備事業特別会計、土地取得事業特別会

計、母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計、病院資金貸付事業特別会計）の分だけ相違します。 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳  

資金収支計算書 

業務活動収支         △10,486百万円  

投資活動収入の国県等補助金収入   6,314百万円 

未収債権額の増加（減少）       △116百万円  

未払債務額の増加（減少）       － 百万円 

減価償却費                      △10,791百万円 

賞与等引当金の増減額         △33百万円 

退職手当引当金の増減額         38百万円  

徴収不能引当金の増減額         32百万円 

投資損失引当金の増減額        － 百万円 

損失保証引当金の増減額        28百万円 

資産除却損（除却分、撤去分）    △215百万円 

資産売却益              163百万円 

純資産変動計算書の本年度差額     △15,349百万円  

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。  

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額     10,000百万円  

一時借入金に係る利子額      0百万円 

⑤ 重要な非資金取引  

重要な非資金取引は以下のとおりです。 

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額  該当なし 
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①有形固定資産の明細 （単位：百万円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：百万円）

200,512

78,648

4,564

96,594

17,768

38

470

2,430

168,675

52,525

1,415

109,968

5

4,761

1,230
370,4165,779 5,491合計 210,842 67,780 7,143 36,585 36,794

 物品 1,037 22 4 120 20 3 23

　　建設仮勘定 3,606 182 974

15

　　その他 5

　　工作物 90,940 19,014

1

　　建物 1,354 34 26

　　土地 49,622 2,903

207 665

 インフラ資産 145,527 34 182 22,916 15

　　建設仮勘定 612 18 928

　　その他 217 1 41 208 3

　　航空機

　　浮標等

　　船舶 38

1,903 3,421

　　工作物 790 2,908 11,964 137 1,966 3

　　建物 27,221 27,967 5,801 20,159 10,122

1,477 1,375

　　立木竹 4,564

　　土地 30,836 36,866 1,304 3,192 3,599

合計

 事業用資産 64,278 67,759 7,105 36,283 13,858 5,761 5,468

10,760 370,416

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

合計 749,642 34,243 22,668 761,217 390,801

4,761

 物品 5,859 80 429 5,510 4,281 229 1,230

　　建設仮勘定 2,965 2,169 373 4,761

4,983 109,968

　　その他 5 5 5

　　工作物 333,104 1,143 334,247 224,279

52,525

　　建物 2,930 2,930 1,515 68 1,415

　　土地 52,208 325 8 52,525

2,430

 インフラ資産 391,213 3,637 381 394,469 225,794 5,051 168,675

　　建設仮勘定 5,674 10,687 13,931 2,430

　　その他 3,922 139 125 3,937 3,467 175 470

　　航空機

8 38

　　浮標等

　　船舶 263 263 224

4,179 96,594

　　工作物 46,468 1,058 47,526 29,758 1,118 17,768

　　建物 212,989 17,402 6,519 223,871 127,277

78,648

　　立木竹 4,522 43 4,564 4,564

　  土地 78,733 1,197 1,283 78,648

【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
 事業用資産 352,571 30,525 21,858 361,238 160,726 5,480 200,512

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
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③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの （単位：百万円）

銘柄名 株数・口数など
（A）

時価単価
（B）

貸借対照表計上額
（A）×（B)

（C)
取得単価

（D)

取得原価
（A）×（D)

（E)

評価差額
（C）－（E)

（F)

（参考）財産に関する
調書記載額

(株)名村造船所 39 75 -36 75

合計 39 75 -36 75

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：百万円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)

投資損失引当金
計上額

（H)

（参考）財産に関する
調書記載額

させぼパール・シー(株) 148 1,005 444 561 296 281 148

(地独)北松中央病院 1,388 4,006 1,673 2,333 1,388 2,333 1,388

(公財)佐世保地域文化事業財団 30 258 67 190 30 190 30

(公財)佐世保市中小企業勤労者福祉サービスセンター 30 100 9 91 30 91 30

(公財)佐世保市学校給食会 3 18 15 3 3 3 3

(地独)佐世保市総合医療センター 3,709 18,772 13,819 4,952 3,709 4,952 3,709

佐世保市水道事業会計 7,909 71,204 43,988 27,216 23,931 8,995 -

佐世保市下水道事業会計 12,101 77,994 63,390 14,604 13,547 13,045 -

世知原温泉(株) 39 163 25 138 53 102 39

宇久観光バス(株) 8 10 4 6 10 5 3 8

合計 25,364 173,528 123,433 50,095 42,996 29,997 3 5,354
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市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：百万円）

相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)
強制評価減

（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関する
調書記載額

長崎空港ビルディング(株) 5 8,464 1,393 7,071 453 78 5 5

松浦鉄道(株) 26 990 650 340 300 30 26 26

オリエンタルエアブリッジ(株) 3,940 2,533 1,407 1,322

(株)長崎新聞社 1 5,442 3,653 1,789 350 3 1 1

佐世保魚市場(株) 26 1,335 1,226 109 90 32 26 26

地方公共団体金融機構 18 24,346,700 24,022,803 323,897 16,602 349 18 18

一般社団法人サンパーク吉井 1 115 44 72 72 1 1 1

長崎県園芸農業振興基金協会 891 261 630 7 38

長崎県農業信用基金協会 32 116,857 110,728 6,129 3,666 54 32 32

長崎県農林水産担い手育成基金 34 1,059 679 381 369 35 34 34

佐世保市森林組合 2 131 86 45 13 8 2 2

(公社)長崎県林業公社 42,158 30,207 11,951 54 69

北松森林組合 16 266 221 45 43 17 16 16

佐世保餌料供給センター 2 268 220 48 62 2 1 1 2

(社)長崎県漁港漁場協会 1 61 1 60 41 1 1 1

長崎県漁業信用基金協会 33 21,527 15,940 5,587 1,839 100 33 33

(公財)佐世保市体育協会 2 161 61 100 3 47 2 2

(公財)長崎県産業振興財団 131 9,881 7,387 2,494 1,936 169 131 154

(公財)佐世保観光コンベンション協会 55 354 76 279 120 128 55 55

(公財)窯業教育振興会 7 208 208 208 7 7 7

(公財)ながさき地域政策研究所 1 944 38 906 686 1 1 1

(公財)長崎県国際交流協会 7 946 5 940 924 7 7 7

(財)石木ダム地域振興対策基金 554 1,028 1,027 900 632 554 554

長崎県信用保証協会 189 173,056 146,098 26,958 8,021 634 189 189

(公財)長崎県暴力追放運動推進センター 30 807 1 805 729 33 30 30

(一財)沿岸技術研究センター 1 2,258 828 1,429 463 2 1 1

(財)九州海運振興センター 253 14 238 21 2

(財)港湾空間高度化センター 1 1,681 121 1,560 1,627 1 1

(財)港湾建設技術サービスセンター 1 6,096 1,864 4,232 4,011 1 1 1

(一財)長崎県浄化槽協会 5 629 80 550 31 89 5 5

長崎県地域福祉振興基金 9 3,192 237 2,955 154 176 9 9

(福)むすび会 1 255 5 250 1 125 1 1

(公財)長崎県すこやか長寿財団 11 263 9 254 189 15 11 11

(公財)長崎県老人クラブ連合会 1 111 1 110 106 1 1 1

長崎国際航空貨物ターミナル(株) 12 992 25 967 1,083 11 12 12

長崎放送(株) 5 5,702 3,475 2,227 450 25 5 5

佐世保青果(株) 1 1,217 841 376 25 11 1 1

株式会社西九州させぼパワーズ 27 44 22 21 25 23 27 27

長崎県住宅供給公社 1 9,052 4,533 4,520 10 452 1 1

合計 1,247 24,769,333 24,356,364 412,969 47,005 3,406 1 1,246 1,269

31



④基金の明細 （単位：百万円）

財政調整基金 2,599 2,968 5,567 5,567

減債基金 587 3,400 3,987 3,987

合併市町村振興基金 2,018 2,018 2,018

施設整備基金 1,244 3,582 4,826 4,826

教育文化振興基金 227 227 227

交通安全基金 2 2 2

交通遺児救済基金 56 56 56

災害補てん基金 475 475 475

市民公益活動団体自立化支援基金 31 31 31

奨学基金 446 446 446

肉用牛振興基金

福祉基金 731 731 731

ふるさと創生基金 124 124 124

子ども未来基金 314 314 314

過疎地域自立促進特別事業基金 444 444 444

ふるさと佐世保元気基金 2,153 2,153 2,153

暴力追放推進基金 20 20 20

学校施設整備基金 10 10 10

　森林環境譲与税基金 18 18 18

　住宅基金 853 853 853

　地域交通体系整備基金 221 221 221

　土地開発基金 1,198 16 1,214 1,383

合計 13,771 9,950 16 23,737 23,906

(参考)財産に関する
調書記載額

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)
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⑤貸付金の明細 （単位：百万円）

貸借対照表計上額
徴収不能引当金

計上額
貸借対照表計上額

徴収不能引当金
計上額

地方独立行政法人北松中央病院貸付金 14 14

奨学資金貸付金 4 1 5

奨学基金貸付金 221 30 252

県北林業開発促進資金貸付金 270 270

市街地再開発事業資金貸付金 2 27 29

下水道事業会計貸付金 65 65

上水道事業会計貸付金 160 40 200

母子父子寡婦福祉資金貸付金 134 23 157

地方独立行政法人北松中央病院貸付金【病院貸付特会】 932 109 1,041

地方独立行政法人佐世保総合医療センター貸付金 4,651 614 5,265

合計 6,439 858 7,297

相手先名または種別
長期貸付金 短期貸付金

（参考）
貸付金計

33



⑥長期延滞債権の明細 （単位：円） ⑦未収金の明細 （単位：百万円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】 【貸付金】

奨学資金貸付金 奨学資金貸付金

奨学基金貸付金 7 奨学基金貸付金 2

母子父子寡婦福祉資金貸付金（元金） 30 9 母子父子寡婦福祉資金貸付金（元金） 3

母子父子寡婦福祉資金貸付金（利子） 母子父子寡婦福祉資金貸付金（利子）

宇久食品経営資金貸付金 22

同和対策福祉資金貸付金

神浦歯科診療所貸付金

災害復興住宅等資金貸付金

小計 60 9 小計 5

【未収金】 【未収金】

税等未収金 税等未収金

　市民税 232 41 　市民税 103 22

　固定資産税 258 78 　固定資産税 77 22

　軽自動車税 15 3 　軽自動車税 10 2

　都市計画税 42 13 　都市計画税 12 4

　入湯税

その他の未収金 その他の未収金

 住宅使用料 39 3  住宅使用料 11 2

　使用料・手数料 3 1 　使用料・手数料 2 1

　分担金・負担金・寄附金 63 12 　分担金・負担金・寄附金 26 2

　財産収入・繰入金・諸収入 460 63 　財産収入・繰入金・諸収入 37 9

小計 1,113 214 小計 280 62

合計 1,172 223 合計 284 62
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（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：百万円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】

　　一般公共事業 11,383 8,763 11,049 280 54

　　公営住宅建設 8,302 704 3,122 4,159 993 29

　　災害復旧 120 70 120

　　教育・福祉施設 8,506 7,689 5,584 13 2,825 65 19

　　一般単独事業 23,716 20,449 626 4,374 16,486 1,119 600 600 510

　　その他 18,354 11,263 8,984 8,172 1,003 862 94,053

【特別分】

　　臨時財政対策債 44,980 41,198 39,569 4,965 446

　　減税補てん債 572 423 572

　　退職手当債

　　その他 711 595 608 90 6 2 5

合計 116,645 91,154 70,234 16,809 26,557 2,578 600 600 94,587

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体
金融機構

市中銀行
その他の
金融機関

35



②地方債（利率別）の明細 （単位：百万円）

116,506 1 10,478 2,600 169 106 15 7

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：円）

116,506 13,844 11,470 11,464 10,535 9,496 33,514 18,415 6,446 1,623

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：円）

138母子および父子並びに寡婦福祉法第３７条第２項及び第４項に基づき償還する

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）
加重平均
利率

地方債残高 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

地方債残高 1.5％以下
1.5％超
2.0％以下

2.0％超
2.5％以下

2.5％超
3.0％以下

3.0％超
3.5％以下
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⑤引当金の明細 （単位：百万円）

目的使用 その他

徴収不能引当金（長期） 260 54 84 7 223

徴収不能引当金（短期） 58 12 8 62

投資損失引当金 3 3 3 3

退職手当引当金 13,524 7 45 13,486

損失補償等引当金 117 28 90

賞与等引当金 1,302 1,335 1,302 1,335

合計 15,265 1,412 1,394 83 15,200

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高
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２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

国直轄事業負担金

保育所施設整備事業

県営事業負担金

浄化槽設置補助

農業施設整備助成

町内会自治会集会所施設整備

その他

計

私立保育所等運営費補助

後期高齢医療制度療養給付費負担金

私立幼稚園等運営費補助

佐世保総合医療センター運営費負担金

中山間地域等直接支払交付金

企業立地奨励金

軽費老人ホーム事務費等補助

学校事務取扱交付金

北松中央病院運営負担金

社会福祉協議会運営補助

多面的機能支払交付金

民生児童委員協議会活動費補助

観光協会補助

その他

計

国

民間保育所

民間保育所

長崎県後期高齢者医療広域連合

民間幼稚園

総合医療センター

事業実施協定締結集落

北松中央病院 120

225

県 241

独立行政法人北松中央病院の運営に関する負担金

172 工場等の新設および増設を行った企業に対する交付金

独立行政法人佐世保市総合医療センターの運営に関する負担金

中山間地域における適切な農業生産活動継続に対する交付金

759

2,052

学校事務補助員設置に対する支援

合計 19,035

16,835

その他の補助金等

観光コンベンション協会

民間保育所の運営に関する支援

長崎県後期高齢者医療広域連合に対する療養給付費負担金

民間幼稚園の運営に関する支援

8,258

3,036

1,575

（単位：百万円）

区分 相手先 金額 支出目的

他団体への公共施設等整備補助金等
(所有外資産分)

1,007

401

272

2,200

港湾の国事業に対する経費負担

民間保育所施設整備に対する支援

町内会

浄化槽設置者

農業従事者

124

80

浄化槽の設置者に対する支援

各市立小中学校育友会 141

軽費老人ホーム運営法人 143 軽費老人ホームに対する事務費支援

社会福祉協議会 115 社会福祉協議会の運営に関する支援

民生委員協議会連合会 84 民生委員、児童委員の活動費に対する補助

取組活動組織 92 国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全に対する担い手農家への支援

港湾の県事業に対する経費負担

63 観光地域づくりプラットフォーム負担金

76 町内会施設整備に対する支援

農業施設整備に対する支援
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（１）財源の明細 （単位：百万円）

会計 区分 財源の内容 金額

29,791

731

17

77

42

4,502

36

75

788

423

25,234

33

16

2,535

2,440

66,739

国庫支出金 5,686

都道府県等支出金 628

計 6,314

国庫支出金 19,691

都道府県等支出金 8,208

計 27,899

34,213

100,952

環境性能割交付金

分担金及び負担金

寄附金

自動車取得税交付金

国有提供施設等所在市町村助成交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金
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国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 116,302 27,899 107 49,107 39,189

有形固定資産等の増加 34,243 6,314 16,092 △ 2,458 14,295

貸付金・基金等の増加 9,068 280 8,788

その他

合計 159,612 34,213 16,479 55,437 53,483

（２）財源情報の明細 （単位：百万円）

区分 金額
内訳
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（１）資金の明細 （単位：百万円）

種類 本年度末残高

要求払預金 4,432

合計 4,432

４．資金収支計算書の内容に関する明細
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